
特集安全衛生の向上を目指して

厚生労働省は令和 6年 5月 28 日，「個人事業者
等の健康管理に関するガイドライン」（以下，「ガ
イドライン」という）を策定・公表しました。
このガイドラインは，個人事業者等が健康に就
業するために，個人事業者等が自身で行うべき事
項，個人事業者等に仕事を注文する注文者又は注
文者ではないものの，個人事業者等が受注した仕
事に関し，個人事業者等が契約内容を履行する上
で指示，調整等を要するものについて必要な干渉
を行う者（以下，「注文者等」という）が行うべ
き事項や配慮すべき事項等を周知し，それぞれの
立場での自主的な取組の実施を促すものです。
このガイドラインでいう「個人事業者等」とは，
事業を行う者のうち労働者を使用しない者及び中
小企業の事業主又は役員であり，建設業のいわゆ
る一人親方も含まれます※1。
本稿では，ガイドライン策定の経緯や概要を，
読者の皆さまにご紹介します。

1.　ガイドライン策定の経緯

労働安全衛生法は，「職場における労働者の安
全と健康を確保する」（同法第 1条）ことを一義
的な目的としており，これまで労働安全衛生行政
は，労使関係の下での労働者の安全衛生の確保を
目的として，さまざまな施策を講じてきました。
こうした中，個人事業者等の安全衛生対策につ
いては，これまで関係省庁との連携の下で，デリ
バリーサービスにおける交通事故防止対策につい
ての周知啓発等の個別分野対策に取り組んできた
ところです。
一方，石綿作業従事者等による国家賠償請求訴
訟，いわゆる建設アスベスト訴訟の最高裁判決で
は，労働安全衛生法第 22 条（事業者による健康
障害防止措置に関する規定）は，労働者だけでな
く，同じ場所で働く労働者でない者も保護する趣
旨との判断がなされました。厚生労働省ではこれ
を受けて，同条に基づいて定めている「有害性」
に係る関係省令の規定について，労働者以外の者
についても必要な保護の対象とするための改正を
行い，令和 5年 4月から施行しています。
この改正省令について検討を行った「労働政策
審議会安全衛生分科会」では，労働安全衛生法第
22 条以外の規定について，労働者以外の者に対
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※ 1‌�　雇用契約を締結せず，形式的には個人事業者等と
して請負契約や準委任契約などの契約で仕事をする
場合であっても，労働関係法令の適用に当たっては，
契約の形式や名称にかかわらず，個々の働き方の実
態に基づいて，労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）
上の「労働者」であるかどうかが判断されることに
なります。「労働者」に該当すると判断された場合
には，本ガイドラインによらず，「労働者」として，
労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）等の労働
関係法令が適用されることに留意してください。
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する保護措置のあり方等を別途検討することとし
ました。また，個人事業者，中小企業事業主等に
ついても，業務上の災害が相当数発生している状
況があることから，労働者以外の者も含めた業務
上の災害防止を図るため，学識経験者や労使関係
者による「個人事業者等に対する安全衛生対策の
あり方に関する検討会」で，個人事業者等に関す
る業務上の災害の実態把握，実態を踏まえ災害防
止のために有効と考えられる安全衛生対策のあり
方が，令和 4年 5 月から同 5年 10 月まで議論が
なされました。
この検討会では，危険有害作業に係る個人事業
者等の災害を防止するための対策①（個人事業者
自身，注文者等による対策），危険有害作業に係
る個人事業者等の災害を防止するための対策②
（事業者による対策），危険有害作業以外の個人事
業者等対策（過重労働，メンタルヘルス，健康管
理等）の三つの論点について，図－ 1のように検
討結果がまとめられています。
このうち，本稿でご紹介するガイドラインは論

点 3に対応するものです。論点 2については，労
働安全衛生規則等の改正により，危険箇所での作
業の一部を請け負わせる一人親方等や，同じ場所
で作業を行う労働者以外の人に対しても，労働者
と同等の保護が図られるよう，労働安全衛生法第
20 条等に関する作業場所に起因する危険性に対
処するものに関する措置として，退避や危険箇所
への立入禁止等の措置を実施することが，令和 7
年 4月から事業者に義務付けられます。
そして，論点 1への対応については現在，労働
政策審議会安全衛生分科会で検討が行われている
ところです。

2.　ガイドラインの基本的な考え方

個人事業者等に対する安全衛生対策のあり方に
ついて，前述の検討会では，労働者と同じ場所で
就業する者や，労働者とは異なる場所で就業する
場合であっても，労働者が行うのと類似の作業を

※共通事項として「個人事業者等」の支援策も検討
出典：令和 6年 4月 26 日第 161 回労働安全衛生審議会安全衛生分科会資料 5-1

図－ 1　個人事業者等に対する安全衛生対策のあり方に関する検討会報告書の概要
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行う者については，労働者であるか否かにかかわ
らず，労働者と同じ安全衛生水準を享受すべきで
ある，という基本的な考え方を打ち出しています。
ガイドラインも，この考え方の下，「個人事業
者等として事業を行う上では，自らの心身の健康
に配慮することが重要であり，個人事業者等が各
種支援を活用しつつ自らで健康管理を行うことを
基本」としながら，「注文を受けて仕事を行う場
合には，注文者等による注文条件等が個人事業者
等の心身の健康に影響を及ぼす可能性もあること
から，個人事業者等が自らの健康を適切に管理す
るためには，その影響の程度に応じて，注文者等
が必要な措置を講じることが同時に重要になる。
また，個人事業者等が健康に就業することは，当
該個人事業者等と継続的に業務を行う注文者等に
とっては事業継続の観点からも望ましい」として
います。

3.　‌�個人事業者等が自身で実施する‌
事項

ガイドラインでは，個人事業者等に対して，利
用可能な各種支援を活用しながら行ってもらいた
い事項を掲げています。以下，誌面の都合上，筆
者がその概要をまとめました。

⑴　健康管理に関する意識の向上
心身の健康に配慮した働き方，生活習慣の改善
等についての知識を深め，心身の健康の保持増進
に努めること。

⑵　危険有害業務による健康障害リスクの理解
健康に影響を及ぼすおそれのある危険有害業務
に従事する場合には，あらかじめ当該業務による
健康障害リスクや健康障害を防止するために必要
な対策についての知識を得ておくこと。

⑶　定期的な健康診断の受診による健康管理
労働安全衛生法の一般健康診断を参考にして，
1年に 1回，定期的に健康診断を受診すること。

労働者であれば，特殊健康診断等が必要となる危
険有害業務に常時従事する場合は，これらの健康
診断と同様の頻度で，同様の検査項目による健康
診断を受けること。健康診断において異常の所見
が認められた場合には，精密検査や医療機関を受
診するとともに，仕事のペースの見直しなど業務
による健康障害を防止するために必要な措置を講
じることが重要であること。

⑷　長時間の就業による健康障害の防止
自らの就業時間を把握して長時間になりすぎな
いようにすることが重要であること。その際，一
般の労働者に適用される時間外労働時間の上限規
制を参考にして，就業時間を調整することが望ま
しい。
長時間の就業によって疲労の蓄積を感じる場合
は，医療機関を受診する又は医療保険者や自治体
が実施している健康相談等を活用するとともに，
仕事のペースの見直しなど業務による健康障害を
防止するために必要な措置を講じることが重要で
あること。

⑸　メンタルヘルス不調の予防
メンタルヘルスについて日頃からセルフケアに
努めること。定期的に，ストレスの状況を自身で
確認することが重要であること。ストレスが高い
と思われる場合は，医療機関を受診する又は医療
保険者や自治体が実施している健康相談等を活用
するとともに，仕事のペースの見直しなど業務に
よるメンタルヘルス不調を防止するために必要な
措置を講じることが重要であること。

⑹　腰痛の防止
⑺　情報機器作業における労働衛生管理
長時間の座り作業や運転に従事するときは，こ
れらの作業による腰痛を防止するため，作業姿勢
の調整，椅子等の調整，適切な休憩が重要である
こと。
パソコンやタブレット端末等の情報機器を使用
して，データの入力・検索・照合等の作業に従事

建設マネジメント技術　　2024 年 7 月号 31

建マネ2407_05_特集_4_五.indd   31建マネ2407_05_特集_4_五.indd   31 2024/07/03   10:272024/07/03   10:27



安全衛生の向上を目指して特集 安全衛生の向上を目指して

するときは，作業場所の明るさやディスプレイ・
入力機器の選択・調整，作業台や作業姿勢の調
整，作業時間の調整，定期的な情報機器作業に関
する健康診断の受診が重要であること。

⑻　適切な作業環境の確保
自らが作業環境を管理できる場所（自宅を含む）
で仕事をするときは，その場所の作業環境が適切
なものとなるようにすること。

⑼　注文者等が実施する健康障害防止措置への協力
労働安全衛生法上の事業者である注文者から，
当該注文者が行う危険有害業務の一部を請け負う
場合，労働安全衛生法令に基づき，注文者から作
業方法や保護具等に関する必要な措置について周
知されたときは，周知された事項を遵守すること。
また，個人事業者等本人を含め作業現場にいる
作業者の健康障害を防止する観点から，注文者等
が作業現場における安全衛生上の規律を定めるな
どの措置を講じる場合は，個人事業者等はこれに
協力すること。

4.　注文者等が実施する事項

ガイドラインでは，注文者等に行ってもらいた
い事項を掲げています。以下，誌面の都合上，筆
者がその概要をまとめました。
また，注文者等は，個人事業者等が注文者等に

対して各事項の実施を要請したことを理由とし
て，個人事業者等との契約の途中解除や契約更新
の拒否など，当該個人事業者等に対する不利益な
取扱いをしてはならない，としています。

⑴　長時間の就業による健康障害の防止
注文条件等によって，仕事を受ける個人事業者

等の就業時間が長時間になりすぎないよう配慮す
ること。これには，次のような配慮が含まれる。
・週末発注・週初納入，終業後発注・翌朝納入等
の短納期発注を抑制し，納期の適正化を図るこ

と。
・発注内容の頻繁な変更を抑制すること。
・長時間就業が余儀なくされるような短納期での
大量発注を抑制すること。
・発注の平準化，発注内容の明確化など発注方法
の改善を図ること。
・個人事業者等の就業時間や日々の業務量を特定
する場合には，当該就業時間や日々の業務量が
過密になること，作業までの個人事業者等の待
ち時間が長時間に及ぶことを抑制すること。
注文者等による注文条件等によって，個人事業
者等の就業時間や日々の業務量が特定されること
に伴い就業時間が長時間※2 となり，疲労の蓄積が
認められる個人事業者等から求めがあった場合
は，長時間労働者に対する面接指導制度を参考に
して，当該個人事業者等に対して医師による面談
を受ける機会を提供すること。医師による面談に
要する経費は，発注した仕事に必要な経費とし
て，注文者等で負担することが望ましい。
個人事業者等から，医師による面談の結果をも
とに，注文者等による注文条件等によって特定さ
れている就業時間や日々の業務量について変更を
求められた場合は，必要な配慮を行うように努め
ること。等

⑵　メンタルヘルス不調の予防
個人事業者等のメンタルヘルス不調を予防する
観点からも，⑴の事項を実施すること。個人事業

※ 2‌�　本ガイドラインは，個人事業者等の日々の就業時
間を把握することを注文者等に求めるものではあり
ません。なお，労働基準法上の労働者に該当するか
どうかは，契約の形式や名称にかかわらず，実質的
に使用従属関係にあるかどうかについて，働き方の
実態等を勘案して総合的に判断されます。注文者等
が個人事業者等の就業時間（稼働時間）を確認した
ことのみをもって，労働者性が直ちに肯定されるも
のではないと考えられますが，日々の就業時間を把
握・管理するとともに，仕事の遂行方法について具
体的な指揮命令を行ったり，把握した就業時間に応
じて報酬額を査定したりする場合には，実質的に使
用従属関係があるとして，労働者に該当すると判断
される場合があります。
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者等に対するハラスメントを防止するなど，メン
タルヘルス不調の予防に取り組むこと。

⑶　安全衛生教育や健康診断に関する情報の提
供，受講・受診機会の提供等
個人事業者等に対して，安全衛生教育や健康診
断に関する情報の提供，受講・受診機会の提供に
ついて配慮すること。
個人事業者等が安全衛生教育・健康診断を適切
に受講・受診できるよう，自らも行う仕事の一部
を個人事業者等に注文する場合や個人事業者等に
注文する仕事の安全衛生について，「注文する危
険有害業務の内容，当該業務による健康障害リス
クや健康障害防止対策に関する情報」，「当該業務
を行う際，労働者であれば受講が必要となる特別
教育や受講することが望ましい安全衛生教育」，
「当該業務を常時行う際，労働者であれば受診が
必要となる特殊健康診断等や受診することが望ま
しい健康診断」を把握している場合は，これらを
情報提供すること。等

⑷　健康診断の受診に要する費用の配慮
注文者は，労働者であれば特殊健康診断等が必
要となる危険有害業務を個人事業者等に注文する
場合には，個人事業者等が特殊健康診断等と同様
の検査を受診するのに要する費用の全部又は一部
を負担するよう配慮すること。
注文者は，個人事業者等に注文する際又は注文
後において，当該仕事に要する個人事業者等の作
業時間が契約期間で平均して 1週間につき 40 時
間程度となることが見込まれ，かつ，期間が 1年
以上である契約又は一つの契約期間が 1年に満た
なくても，更新等により，繰り返し契約を締結
し，各々の契約期間の終期と始期の間の短時日の
間隔を含めて通算することで 1年以上となる契約
である場合には，当該個人事業者等が一般健康診
断と同様の検査を受診するのに要する費用を当該
注文者にて負担することが望ましい。

⑸　作業場所を特定する場合における適切な作業
環境の確保
注文する仕事の性質により，個人事業者等の就
業場所を注文者等が特定する場合，当該注文者等
は，適切な気積（面積×高さ）の確保，換気の実
施，適切な温度の維持，適切な照度の確保，便所
の設置など適切な作業環境を確保すること。等

5.　団体等に期待される取組

ガイドラインでは，各業種・職種の個人事業者
等や注文者等の団体，仲介業者等に対して，個人
事業者等及び注文者等がこれらの取組を円滑に実
施することができるよう，必要な支援を行うこと
が期待されています。また，ガイドラインを参考
に，それぞれの業種・職種の実情や商慣習に応じ
た具体的内容や追加事項を示した業種・職種別ガ
イドラインを，必要に応じて策定することも推奨
しています。

6.　おわりに

本稿では，ガイドライン策定の経緯や概要につ
いてご紹介しました。なお，ガ
イドライン全文やリーフレッ
ト，Q＆ Aは二次元バーコー
ドをご覧ください。→
国は，本ガイドラインの周知啓発とともに，個
人事業者等の健康管理に活用できるツールの提
供，労災保険に特別加入している個人事業者等に
対する産業保健総合支援センター及び地域産業保
健センターによる支援，団体等への情報提供等，
個人事業者等の健康管理を支援するための取組を
行ってまいります。
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